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別紙 5．ケーブル接続部の評価について 
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1．ケーブル接続部の技術評価

（1）ケーブル接続部（端子台）の評価 

1）端子台接続の健全性の評価

a．評価手順

事故時雰囲気内で機能要求のある端子台接続（原子炉格納容器内）の健全性の評価は，

IEEE Std.323（1974）および382（1972）に基づく長期健全性試験により評価する。 

端子台接続（原子炉格納容器内）の長期健全性試験手順を図１に示す。 

※1：供試体は，島根原子力発電所２号炉で使用している端子台接続（原子炉格納容器内）と

同等のもの 

図１ 端子台接続の長期健全性試験手順（設計基準事故，重大事故等） 

供試体（新品端子台）※1 

加速熱劣化 

放射線照射（通常時＋事故時） 

事故時雰囲気曝露 

判定 

（通常運転期間相当の加速熱劣化） 

（通常運転期間相当および事故時相当

の放射線照射） 

（放射線を除く事故時雰囲気曝露） 

（動作試験） 
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b．試験条件 

試験条件は，25年間の通常運転期間および事故時雰囲気を想定した条件を包絡している。 

端子台接続（原子炉格納容器内）の長期健全性試験条件を表１に示す。 

表１ 端子台接続（原子炉格納容器内）の長期健全性試験条件（設計基準事故，重大事故等） 

試験条件 説明 

加速熱劣化 123℃×120 時間 

原子炉格納容器内の周囲温度(63℃)

に対して，25 年間の運転期間を包絡

する。 

【別紙 5．添付-1）参照】 

放射線照射 放射線照射線量：2.0×106 Gy 

島根2号炉で想定される照射線量3.6

×105 Gy（60 年間の通常運転期間 8.4

×104 Gy に事故時線量 2.7×105 Gy を

加えた線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：174℃ 

最高圧力：0.78 MPa 

曝露時間：約 30 日間 

島根 2 号炉の事故時の最高温度

(171℃)，最高圧力(0.427MPa)を包絡

する。 

【別紙 5．添付-2）参照】 

c．評価結果 

長期健全性試験の結果，25年間の通常運転期間および事故時雰囲気において，端子台接

続（原子炉格納容器内）の絶縁性能を維持できることを確認した。 

また，事故時環境において動作要求のある，端子台接続（原子炉格納容器内）について

は運転開始後29年（第17回定期事業者検査）に取替えを行っている 。 

端子台接続（原子炉格納容器内）の長期健全性試験結果を表２に示す。 

表２ 端子台接続（原子炉格納容器内）の長期健全性試験結果（設計基準事故，重大事故時） 

項目 試験手順 判定基準 結果 

動作試験 
事故時雰囲気曝露試験終了後，電動弁の

開閉動作を確認する。 

正常に動作す

ること 
良 

2）現状保全

端子台接続（原子炉格納容器内）の絶縁特性低下については，系統機器の点検時に絶縁抵

抗測定を実施している。 

また，系統機器の点検時に実施する機器の動作試験においても絶縁機能の健全性を確認し

ている。 

なお，点検で有意な絶縁特性低下が認められた場合には，端子台接続（原子炉格納容器内）

の取替えを行うこととしている。 
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3）総合評価

端子台接続（原子炉格納容器内）の絶縁体については，運転開始から54年間を経過する前

に取替えを行うことで，運転開始から60年間の通常運転および事故時雰囲気において絶縁性

能を維持できると判断する。 

4）高経年化への対応

端子台接続（原子炉格納容器内）の絶縁体の絶縁特性低下については，現状の保全項目に

高経年化対策の観点から追加すべき項目はない。引き続き，現状保全を継続していく。 

（2）ケーブル接続部（直ジョイント接続）の評価 

1）直ジョイント接続の健全性の評価

a．評価手順

事故時雰囲気内で機能要求のある直ジョイント接続の健全性の評価は，IEEE Std.323

（1974）および383（1974）に基づく長期健全性試験により評価する。 

直ジョイント接続の長期健全性試験手順を図２，３に示す。 

※1：供試体は，島根原子力発電所２号炉で使用している直ジョイント接続と同等のもの

図２ 直ジョイント接続の長期健全性試験手順（設計基準事故） 

供試体（新品直ジョイント接続）※1 

加速熱劣化 

放射線照射（通常時＋事故時） 

事故時雰囲気曝露 

判定 

（通常運転期間相当の加速熱劣化） 

（通常運転期間相当および設計基準事

故時相当の放射線照射） 

（放射線を除く設計基準事故時雰囲気

曝露） 

（絶縁抵抗測定試験，耐電圧試験） 
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※1：供試体は，島根原子力発電所２号炉で使用している直ジョイント接続と同等のもの

図３ 直ジョイント接続の長期健全性試験手順（重大事故等） 

b．試験条件 

試験条件は60年間の通常運転期間および事故時雰囲気を想定した条件を包絡している。 

直ジョイント接続の長期健全性試験条件を表３，４に示す。 

表３ 直ジョイント接続の長期健全性試験条件（設計基準事故） 

試験条件 説明 

加速熱劣化 115℃×10,075 時間 

原子炉格納容器内の周囲温度(63℃)

に対して，60 年間の運転期間を包絡

する。 

【別紙 5．添付-1）参照】 

放射線照射 放射線照射線量：5.2×105 Gy 

島根2号炉で想定される照射線量3.6

×105 Gy（60 年間の通常運転期間 8.4

×104 Gyに設計基準事故時線量2.7×

105 Gy を加えた線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：171℃ 

最高圧力：0.427 MPa 

曝露時間：約 13 日間 

島根 2 号炉の設計基準事故時の最高

温度(171℃)，最高圧力(0.427 MPa)

を包絡する。 

【別紙 5．添付-2）参照】 

供試体（新品直ジョイント接続）※1 

加速熱劣化 

放射線照射（通常時＋事故時） 

事故時雰囲気曝露 

判定 

（通常運転期間相当の加速熱劣化） 

（通常運転期間相当および重大事故等

時相当の放射線照射） 

（放射線を除く重大事故等時雰囲気曝露） 

（耐電圧試験） 
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表４ 直ジョイント接続の長期健全性試験条件（重大事故等） 

試験条件 説明 

加速熱劣化 115℃×2,400 時間 

原子炉格納容器内の周囲温度(63℃)

に対して，60 年間の運転期間を包絡

する。 

【別紙 5．添付-1）参照】 

放射線照射 放射線照射線量：4.6×105 Gy 

島根2号炉で想定される照射線量4.5

×105 Gy（60 年間の通常運転期間

8.4×104 Gy に重大事故等時線量 3.6

×105 Gy を加えた線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：180℃ 

最高圧力：1.0 MPa 

曝露時間：約 7日間 

島根 2 号炉の重大事故等時の最高温

度(178℃)，最高圧力(0.853 MPa)を

包絡する。 

【別紙 5．添付-2）参照】 

c．評価結果 

長期健全性試験の結果，60年間の通常運転期間および事故時雰囲気において，直ジョイ

ント接続の絶縁性能を維持できることを確認した。

直ジョイント接続の長期健全性試験結果を表５，６に示す。

表５ 直ジョイント接続の長期健全性試験結果（設計基準事故） 

項目 試験手順 判定基準 結果 

事故時雰囲気 

曝露後試験 

絶縁抵抗測定試験 1.0×104Ω以上 良 

耐電圧試験 

（交流電圧 720V を 4 秒間印加） 

絶縁破壊しない

こと。 
良 

表６ 直ジョイント接続の長期健全性試験結果（重大事故等） 

項目 試験手順 判定基準 結果 

事故時雰囲気 

曝露後試験 

耐電圧試験 

（交流電圧 720V を 4 秒間印加） 

絶縁破壊しない

こと。 
良 

2）現状保全

直ジョイント接続の絶縁特性低下については，系統機器の点検時に絶縁抵抗測定を実施し

ている。 

また，系統機器の点検時に実施する機器の動作試験においても絶縁機能の健全性を確認し

ている。 

なお，点検で有意な絶縁特性低下が認められた場合には，直ジョイント接続の取替えを行

うこととしている。 

3）総合評価

直ジョイント接続の絶縁体については，運転開始から60年間の通常運転および事故時雰囲

気において絶縁性能を維持できると判断する。 
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4）高経年化への対応

直ジョイント接続の絶縁体の絶縁特性低下については，現状の保全項目に高経年化対策の

観点から追加すべき項目はない。引き続き，現状保全を継続していく。 

（3）ケーブル接続部（電動弁コネクタ接続）の評価 

1）電動弁コネクタ接続の健全性の評価

a．評価手順

設計基準事故時雰囲気内で機能要求のある電動弁コネクタ接続の健全性の評価は， 

IEEE Std.382（1980）に基づく長期健全性試験により評価する。 

電動弁コネクタ接続の長期健全性試験手順を図４に示す。 

※1：供試体は，島根原子力発電所２号炉で使用している電動弁コネクタ接続と同等のもの

図４ 電動弁コネクタ接続の長期健全性試験手順（設計基準事故） 

b．試験条件 

試験条件は60年間の通常運転期間および設計基準事故時を想定した条件を包絡してい

る。 

電動弁コネクタ接続の長期健全性試験条件を表７に示す。 

供試体（新品電動弁コネクタ接続）※1 

加速熱劣化 

放射線照射（通常時＋事故時） 

事故時雰囲気曝露 

判定 

（通常運転期間相当の加速熱劣化） 

（通常運転期間相当および設計基準事

故時相当の放射線照射） 

（放射線を除く設計基準事故時雰囲気

曝露） 

（絶縁抵抗測定試験，耐電圧試験） 
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表７ 電動弁コネクタ接続の長期健全性試験条件（設計基準事故） 

試験条件 説明 

加速熱劣化 138℃×300 時間 

原子炉格納容器外（原子炉建物）の

周囲温度(40℃)に対して，60 年間の

運転期間を包絡する。 

【別紙 5．添付-1）参照】 

放射線照射 放射線照射線量：1.0×106 Gy 

島根2号炉で想定される照射線量2.0

×103 Gy（60 年間の通常運転期間 1.5

×102 Gyに設計基準事故時線量1.8×

103 Gy を加えた線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：171℃ 

最高圧力：0.10 MPa 

曝露時間：約 31 日間 

島根 2 号炉の設計基準事故時の最高

温度(100℃)，最高圧力(3.4kPa)を包

絡する。 

【別紙 5．添付-2）参照】 

c．評価結果 

長期健全性試験の結果，60年間の通常運転期間および設計基準事故時において，電動弁

コネクタ接続の絶縁性能を維持できることを確認した。

電動弁コネクタ接続の長期健全性試験結果を表８に示す。

表８ 電動弁コネクタ接続の長期健全性試験結果（設計基準事故） 

項目 試験手順 判定基準 結果 

絶縁抵抗測定

試験 

環境試験終了後，常温にて DC500V

ﾒｶﾞﾃｽﾀによる絶縁抵抗測定を行

う。

制御用：0.25×106Ω以上 

動力用：0.6×106Ω以上 
良 

2）現状保全

電動弁コネクタ接続の絶縁特性低下については，系統機器の点検時に絶縁抵抗測定を実施

している。 

また，系統機器の点検時に実施する機器の動作試験においても絶縁機能の健全性を確認し

ている。 

なお，点検で有意な絶縁特性低下が認められた場合には，電動弁コネクタ接続の取替えを

行うこととしている。 

3）総合評価

電動弁コネクタ接続の絶縁体については，運転開始から60年間の通常運転および設計基準

事故時雰囲気において絶縁性能を維持できると判断する。 

4）高経年化への対応

電動弁コネクタ接続の絶縁体の絶縁特性低下については，現状の保全項目に高経年化対策

の観点から追加すべき項目はない。引き続き，現状保全を継続していく。 
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（4）ケーブル接続部（同軸コネクタ接続）の評価 

1）同軸コネクタ接続の健全性の評価

a．評価手順

事故時雰囲気内で機能要求のある同軸コネクタ接続の健全性の評価は，IEEE  Std.323

（1974）および383（1974）に基づく長期健全性試験により評価する。 

同軸コネクタ接続の長期健全性試験手順を図５に示す。 

※1：供試体は，島根原子力発電所２号炉で使用している同軸コネクタ接続と同等のもの

図５ 同軸コネクタ接続の長期健全性試験手順（設計基準事故，重大事故等） 

b．試験条件 

試験条件は，60年間の通常運転期間および事故時雰囲気を想定した条件を包絡している。 

同軸コネクタ接続の長期健全性試験条件を表９に示す。 

供試体（新品同軸コネクタ接続）※1 

加速熱劣化 

放射線照射（通常時＋事故時） 

事故時雰囲気曝露 

判定 

（通常運転期間相当の加速熱劣化） 

（通常運転期間相当および事故時相当

の放射線照射） 

（放射線を除く事故時雰囲気曝露） 

（動作試験） 
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表９ 同軸コネクタ接続の長期健全性試験条件（設計基準事故，重大事故等） 

試験条件 説明 

加速熱劣化 143℃×168 時間 

原子炉格納容器内のﾍﾟﾃﾞｽﾀﾙ内の周

囲温度最高値(55℃)に対して，60 年

間の運転期間を包絡する。 

【別紙 5．添付-1）参照】 

放射線照射 放射線照射線量：2.7×105 Gy 

島根2号炉で想定される照射線量1.9

×104 Gy（60 年間の通常運転期間 1.6

×102 Gy に事故時照射線量 1.8×104

Gy を加えた線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：182℃ 

最高圧力：0.41 MPa 

曝露時間：約 15 日間 

島根 2 号炉の事故時の最高温度

(171℃)を包絡する。また，最高圧力

(0.427 MPa)は包絡できていないが，

接続部であり圧力の影響は軽微であ

る。 

【別紙 5．添付-2），4）参照】 

c．評価結果 

長期健全性試験の結果，60年間の通常運転期間および事故時雰囲気において，同軸コネ

クタ接続の絶縁を維持できることを確認した。

同軸コネクタ接続の長期健全性試験結果を表１０に示す。

表１０ 同軸コネクタ接続の長期健全性試験結果（設計基準事故，重大事故等） 

項目 試験手順 測定値 結果 

機能試験 絶縁抵抗測定試験 1×1010Ω以上 良 

2）現状保全

同軸コネクタ接続の絶縁特性低下については，系統機器の点検時に絶縁抵抗測定を実施し

ている。 

また，出力信号測定においても絶縁機能の健全性を確認している。 

なお，点検で有意な絶縁特性低下が認められた場合には，同軸コネクタ接続の取替えを行

うこととしている。 

3）総合評価

同軸コネクタ接続の絶縁体については，運転開始から60年間の通常運転および事故時雰囲

気において絶縁性能を維持できると判断する。 

4）高経年化への対応

同軸コネクタの絶縁体の絶縁特性低下に対しては，現状の保全内容に高経年化対策の観点

から追加すべき項目はない。引き続き，現状保全を継続していく。 
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2．添付資料 

1）ケーブル接続部の長期健全性試験における評価期間について

2）ケーブル接続部の長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性について

3）事故時雰囲気で機能要求のあるケーブル接続部の環境条件について
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タイトル ケーブル接続部の長期健全性試験における評価期間について

説  明 

ケーブル接続部の加速熱劣化における実環境年数の算定はケーブル接続部

の有機材料の活性化エネルギーを用いてアレニウスの式により算出している。 

ln 𝑡2 − ln 𝑡1 =  
𝐸

𝑅
(

1

𝑇2
−

1

𝑇1
) 

①端子台接続（原子炉格納容器内）

t1：実環境年数 ：約 25年（222,563 時間） 

t2：加速時間 ：120 時間 

T1：実環境温度 ：336 K（＝63℃） 

T2：加速温度 ：396 K（＝123℃） 

R ：気体定数 ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol 

（ジアリルフタレート樹脂／推定値） 

②直ジョイント接続

（設計基準事故） 

t1：実環境年数 ：60 年以上（4,684,712 時間） 

t2：加速時間 ：10,075 時間 

T1：実環境温度 ：336 K（＝63℃） 

T2：加速温度 ：388 K（＝115℃） 

R ：気体定数 ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol 

（架橋ポリオレフィン／メーカ提示値） 

（重大事故等） 

t1：実環境年数 ：60 年以上（1,115,961 時間） 

t2：加速時間 ：2,400 時間 

T1：実環境温度 ：336 K（＝63℃） 

T2：加速温度 ：388 K（＝115℃） 

R ：気体定数 ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol 

（架橋ポリオレフィン／メーカ提示値） 

別紙 5．1） 
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③電動弁コネクタ接続

t1：実環境年数 ：60 年以上（2,858,655 時間） 

t2：加速時間 ：300 時間 

T1：実環境温度 ：313 K（＝40℃） 

T2：加速温度 ：411 K（＝138℃） 

R ：気体定数 ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol 

（ジアリルフタレート樹脂／EPRI 文献値） 

④同軸コネクタ接続

t1：実環境年数 ：60 年以上（579,536 時間） 

t2：加速時間 ：168 時間 

T1：実環境温度 ：328 K（＝55℃） 

T2：加速温度 ：416 K（＝143℃） 

R ：気体定数 ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol※1 

（ポリエーテルエーテルケトン／EPRI 文献値） 

※1：活性化エネルギー値は絶縁材だけでなくＯリングの材料も考慮して設定

した。 

以 上 
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タイトル ケーブル接続部の長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性について

説  明 

ケーブル接続部の長期健全性試験における事故時雰囲気曝露試験条件と事

故時条件を比較した結果を示す。 

事故時雰囲気曝蕗試験の試験条件は事故時条件を包絡している。 

a．端子台接続（原子炉格納容器内） 

条件 66℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 

988,891 時間 1,489,382 時間 

209,467 時間 

222,194 時間 

68,830 時間 

設計基準事故

※1

370,837 時間 637,296 時間 

141,755 時間 

20,321 時間 

104,383 時間 

重大事故等※2

※3

226,501 時間 226,501 時間 

活性化エネルギー： kcal/mol（ジアリルフタレート樹脂／推定値 ） 

※1：設計基準事故時における原子炉格納容器内の端子台接続（原子炉格納容

器内）敷設箇所の環境条件設計値 

※2：重大事故等時における原子炉格納容器内の端子台接続（原子炉格納容器

内）敷設箇所の環境条件設計値 

※3：重大事故等時における原子炉格納容器内の端子台接続（原子炉格納容器

内）の動作要求がある時間 

別紙 5．2） 
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b．直ジョイント接続 

（設計基準事故時） 

条件 66℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 

416,317 時間 593,299 時間 

176,982 時間 

設計基準事故

※1

138,773 時間 283,564 時間 

57,501 時間 

11,273 時間 

76,017 時間 

活性化エネルギー： kcal/mol（架橋ポリオレフィン／メーカ提示値 ） 

※1：設計基準事故時における原子炉格納容器内の直ジョイント接続敷設箇所

の環境条件設計値 

（重大事故等時） 

条件 66℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 

3,316,860 時間 7,956,559 時間 

3,782,808 時間 

460,001 時間 

396,890 時間 

重大事故等※1 758,948 時間 5,124,734 時間 

1,411,551 時間 

1,030,154 時間 

1,924,081 時間 

活性化エネルギー： kcal/mol（架橋ポリオレフィン／メーカ提示値 ） 

※1：重大事故等時における原子炉格納容器内の直ジョイント接続敷設箇所（電

気ペネトレーション部）の環境条件設計値 
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説  明 

c．電動弁コネクタ接続 

条件 66℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 

4,402 時間 16,204 時間 

519 時間 

0 時間 

1,558 時間 

9,725 時間 

設計基準事故

※1

153 時間 2,547 時間 

2,394 時間 

活性化エネルギー：  kcal/mol（ジアリルフタレート樹脂／EPRI 文献値） 

※1：設計基準事故時における原子炉建物内の電動弁コネクタ接続敷設箇所の

環境条件設計値 

d．同軸コネクタ接続 

条件 66℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 

81,059 時間 142,809 時間 

16,912 時間 

3,341 時間 

41,497 時間 

設計基準事故

※1

6,710 時間 6,710 時間 

重大事故等※2

※3

6,710 時間 6,710 時間 

活性化エネルギー：  kcal/mol（ポリエーテルエーテルケトン／EPRI 文

献値 ） 

※1：設計基準事故時における原子炉格納容器内の同軸コネクタ接続敷設箇所

の環境条件設計値 

※2：重大事故等時における原子炉格納容器内の同軸コネクタ接続敷設箇所の

環境条件設計値 

※3：重大事故等時における原子炉格納容器内の同軸コネクタ接続の動作要求

がある時間 

以 上 
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タイトル 事故時雰囲気で機能要求のあるケーブル接続部の環境条件について 

説  明 

事故時雰囲気で機能要求のあるケーブル接続部の敷設箇所の環境条件は下

記の通り。 

a．端子台接続（原子炉格納容器内） 

通常運転時※1 設計基準事故時※2 重大事故等時※3 

周囲温度 63℃ 171℃（最高） 150℃（最高） 

最高圧力 14 kPa 0.427 MPa 0.427MPa 

放射線 1.6×10-1 Gy/h 

（最大） 

2.7×105 Gy 

（最大積算値） 

2.7×105 Gy 

（最大積算値） 

※1：通常運転時における原子炉格納容器内の端子台接続（原子炉格納容器

内）敷設箇所の環境条件設計値 

※2：設計基準事故時における原子炉格納容器内の端子台接続（原子炉格納

容器内）敷設箇所の環境条件設計値 

※3：重大事故等時における原子炉格納容器内の端子台接続（原子炉格納容

器内）敷設箇所の環境条件設計値 

b．直ジョイント接続 

通常運転時※1 設計基準事故時※2 重大事故等時※3 

周囲温度 63℃ 171℃（最高） 178℃（最高） 

最高圧力 14 kPa 0.427 MPa 0.853MPa 

放射線 1.6×10-1 Gy/h 

（最大） 

2.7×105 Gy 

（最大積算値） 

3.6×105Gy 

(最大積算値) 

※1：通常運転時における原子炉格納容器内の直ジョイント接続敷設箇所の

環境条件設計値 

※2：設計基準事故時における原子炉格納容器内の直ジョイント接続敷設箇

所の環境条件設計値 

※3：重大事故等時における原子炉格納容器内の直ジョイント接続敷設箇所

の環境条件設計値 

別紙 5．3） 
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c．電動弁コネクタ接続 

通常運転時※1 設計基準事故時※2 

周囲温度 40℃以下 100℃（最高） 

最高圧力 大気圧 3.4 kPa 

放射線 2.7×10-4 Gy/h（最大） 1.8×103 Gy（最大積算値） 

※1：通常運転時における原子炉建物内の電動弁コネクタ接続敷設箇所の環

境条件設計値 

※2：設計基準事故時における原子炉建物内の電動弁コネクタ接続敷設箇所

の環境条件設計値 

d．同軸コネクタ接続 

通常運転時※1 設計基準事故時※2 重大事故等時※3 

周囲温度 55℃ 171℃（最高） 171℃（最高） 

最高圧力 14 kPa 0.427 MPa 0.427MPa 

放射線 3.0×10-4 Gy/h 

（最大） 

1.8×104 Gy 

（最大積算値） 

2.7×105Gy 

（最大積算値） 

※1：通常運転時における原子炉格納容器内の同軸コネクタ接続敷設箇所の

環境条件設計値 

※2：設計基準事故時における原子炉格納容器内の同軸コネクタ接続敷設箇

所の環境条件設計値 

※3：重大事故等時における原子炉格納容器内の同軸コネクタ接続敷設箇所

の環境条件設計値 

以 上 
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別紙 7．計装制御設備の評価について 



別紙 7-2 

1. 計装制御設備の絶縁特性低下の技術評価

（1）温度検出器（熱電対式）の評価〔主蒸気管周囲温度計測装置〕 

a. 評価手順

設計基準事故時雰囲気内で動作要求のある温度検出器（熱電対式）の絶縁特性低下につい

ては，実機同等品による設計基準事故時雰囲気を考慮した長期健全性試験を実施した。 

温度検出器（熱電対式）の長期健全性試験手順を図１に示す。 

供試体（新品検出器） 

図１ 温度検出器（熱電対式）の健全性試験手順 

b. 試験条件

試験条件は，温度検出器（熱電対式）の 60年間の運転期間を想定した劣化条件および設

計基準事故時環境条件を包絡している。 

温度検出器（熱電対式）の長期健全性試験条件を表１に示す。 

表１ 温度検出器（熱電対式）の健全性試験条件（設計基準事故） 

試験条件 説明 

放射線照射 1.0×106 Gy 

島根2号炉で想定される線量約1.6×104

Gy（60年間の通常運転期間約1.5×104 Gy

に設計基準事故時線量 4.5×102 Gy を加

えた線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：180℃ 

最高圧力：0.9 MPa 

時間：約 168 時間 

島根 2号炉の原子炉格納容器外（原子炉

建物内）の周囲温度最高値（60℃）に対

して，60年間の運転時間と設計基準事故

時の最高温度(171℃)，最高圧力(14 kPa)

を包絡する。 

【別紙 7.添付-1），2）参照】 

（設計基準事故時を考慮した放射線劣

化） 

（放射線を除く設計基準事故時雰囲気曝

露） 

（絶縁抵抗試験） 

放射線照射 

事故時雰囲気曝露 

判定 
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c. 評価結果

長期健全性試験の結果，60 年間の通常運転期間および設計基準事故時において，温度検

出器（熱電対式）の絶縁特性を維持できることを確認した。 

温度検出器（熱電対式）の長期健全性試験結果を表２に示す。 

表２ 温度検出器（熱電対式）の健全性試験結果 

項目 判定基準 結果 

絶縁抵抗測定 5MΩ以上 良 

（2）現状保全 

温度検出器（熱電対式）の絶縁特性低下については，定期的に動作試験を実施し，健全性を

確認しており，異常が認められた場合には取替えを行うこととしている。 

（3）総合評価 

設計基準事故時雰囲気内で機能要求のある温度検出器（熱電対式）については，運転開始か

ら60年間の通常運転および設計基準事故時雰囲気において絶縁特性を維持できると判断する。 

（4）高経年化への対応 

温度検出器（熱電対式）の絶縁特性低下については，現状の保全項目に高経年化対策の観点

から追加すべき項目はない。引き続き，現状保全を継続していく。 



別紙 7-4 

2．計測装置の特性変化の技術評価 

計測装置の特性変化は，長期間の使用による検出部の変化や電気回路の不良（絶縁特性の低下，

導通不良等）により検出器の特性が変化する事象であり，絶縁特性低下と合わせて本資料で整理

する。 

2. 1 圧力伝送器〔原子炉圧力計測装置〕および差圧伝送器〔主蒸気流量計測装置，原子炉水位計

測装置〕の評価 

（1）健全性評価 

a. 評価手順

事故時雰囲気内で機能要求のある圧力伝送器および差圧伝送器の特性変化については，実

機同等品により通常環境および事故時雰囲気を考慮した長期健全性試験を実施した。 

温度検出器（熱電対式）の長期健全性試験手順を図２に示す。 

供試体（新品伝送器） 

図２ 圧力伝送器，差圧伝送器の長期健全性試験手順（設計基準事故，重大事故等） 

（入出力試験） 

（通常使用期間相当の加速熱劣化） 

（通常使用期間および事故時相当の

放射線劣化） 

（放射線を除く事故時雰囲気曝露） 

加速熱劣化 

放射線照射 

事故時雰囲気曝露 

判定 
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b. 試験条件

試験条件は，圧力伝送器および差圧伝送器の約 20年間の運転期間を想定した劣化条件お

よび事故時環境条件を包絡している。 

圧力伝送器および差圧伝送器の長期健全性試験条件を表３に示す。 

表３ 圧力伝送器および差圧伝送器の長期健全性試験条件（設計基準事故，重大事故等） 

試験条件 説明 

加速熱劣化 95℃×4800 時間 

原子炉格納容器外（原子炉建物内）の

周囲温度最高値（40℃）に対して，約

20 年間の運転時間を包絡する。 

【別紙 7.添付-4）参照】 

放射線照射 1.9×103 Gy 

島根 2 号炉で想定される線量約 1.9×

103 Gy（20 年間の通常運転期間約 5.0×

10 Gy に事故時線量 1.8×103 Gy を加え

た線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：105℃ 

最高圧力：6.9kPa 

時間：185 時間 

島根 2 号炉の事故時の最高温度

(100℃)，最高圧力(6.9 kPa)を包絡す

る。 

【別紙 7.添付-5）参照】 

c. 評価結果

長期健全性試験の結果，約 20年間の通常運転期間および事故時雰囲気において，圧力伝

送器および差圧伝送器は特性を維持できることを確認した。 

圧力伝送器および差圧伝送器の長期健全性試験結果を表４に示す。 

表４ 圧力伝送器および差圧伝送器の長期健全性試験結果（設計基準事故，重大事故等） 

項目 試験内容 判定基準 結果 

入出力試験 0～100％校正 計器ｽﾊﾟﾝの±10％ 良 

（2）現状保全 

圧力伝送器および差圧伝送器の特性変化については，定期的に圧力伝送器および差圧伝送器

を含む各装置の特性試験（入出力試験，ループ試験）を実施し，急激な特性変化が無いことを

確認しており，必要に応じて調整を行っている。 

なお，初期の特性状態からの急激な変化が認められた場合には，取替えを行うこととしてい

る。 
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（3）総合評価 

圧力，差圧伝送器については，事故時雰囲気で特性が著しく変化する可能性は小さいと評価

できることから，点検時に初期の特性状態から急激な変化が認められない場合，健全性評価期

間を超えた使用が可能と判断できる。また，現状保全を実施していくとともに，必要に応じて

適切に取替えを行うことで，運転開始から60年間の通常運転および事故時雰囲気において特性

を維持できると判断する。 

（4）高経年化への対応 

圧力伝送器および差圧伝送器の特性変化については，現状の保全項目に高経年化対策の観点

から追加すべき項目はない。引き続き，現状保全を継続していく。 
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2. 2 水位検出器（フロート式）の特性変化〔水位計測装置〕の評価

（1）健全性評価 

a. 評価手順

設計基準事故時雰囲気内で機能要求のある水位検出器（フロート式）については，実機同

等品による通常環境および設計基準事故時雰囲気を考慮した長期健全性試験を実施した。 

水位検出器（フロート式）の長期健全性試験手順を図３に示す。 

供試体（実機検出器） 

図３ 水位検出器（フロート式）の長期健全性試験手順（設計基準事故） 

b. 試験条件

試験条件は，水位検出器（フロート式）の約 27年間の運転期間を想定した劣化条件およ

び設計基準事故時環境条件を包絡している。 

水位検出器（フロート式）の長期健全性試験条件を表５に示す。 

表５ 水位検出器（フロート式）の長期健全性試験条件（設計基準事故） 

試験条件 説明 

経年劣化 約 27年間 
実機環境で使用していたものを供試体

とした。 

放射線照射 5.0×102 Gy 
島根 2 号炉で想定される設計基準事故

時線量 4.5×102 Gy を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：100℃ 

最高圧力：3.4kPa 

時間：約 57 日間 

島根 2 号炉の設計基準事故時の最高温

度(100℃)，最高圧力(3.4 kPa)を包絡

する。 

【別紙 7.添付-5）参照】 

（放射線を除く設計基準事故時雰囲気曝露） 

（入出力特性試験） 

（設計基準事故時分の放射線劣化） 放射線照射 

事故時雰囲気曝露 

判定 
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c. 評価結果

長期健全性試験の結果，約 27年間の通常運転期間および設計基準事故時において，水位

検出器（フロート式）は特性を維持できることを確認した。 

水位検出器（フロート式）の長期健全性試験結果を表６に示す。 

設計基準事故時雰囲気内で機能要求のある水位検出器（フロート式）については，運転開

始後 29 年（第 17 回定期事象者検査）に取替えを実施していることから，約 56年間の通常

運転および設計基準事故時雰囲気においても必要な特性を維持できると評価できる。 

表６ 水位検出器（フロート式）の長期健全性試験結果（設計基準事故） 

項目 試験内容 判定基準 結果 判定 

作

動

試

験 

設定水位 
計器仕様表に示す値以内である

ことを確認する。 

100mm ± 10mm 100mm - 4mm 良 

切断差 10～30mm 20mm 良 

（2）現状保全 

水位検出器（フロート式）の特性変化については，定期的な点検を実施し，初期の特性状態

から大きな変化が無いことを確認しており，必要に応じて調整を行っている。 

なお，初期の特性状態からの大きな変化が認められた場合には，取替えを行うこととしてい

る。 

（3）総合評価 

水位検出器（フロート式）については，点検において初期の特性状態からの大きな変化は確

認可能であり，初期の特性状態から大きく変わっていない場合には，健全性評価期間を超えて

の使用が可能と判断できる。また，現状保全を実施していくとともに，必要に応じて適切に取

替えを行うことで，運転開始から60年間の通常運転および設計基準事故時雰囲気において特性

を維持できると判断する。 

（4）高経年化への対応 

水位検出器（フロート式）の特性変化については，現状の保全項目に高経年化対策の観点か

ら追加すべき項目はない。 
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2. 3 中性子源領域計測装置（以下，SRM という）および中間領域計測装置（以下，IRM という）

前置増幅器の評価 

（1）健全性評価 

a. 評価手順

事故時雰囲気内で機能要求のある SRM および IRM 前置増幅器については，実機同等品によ

る通常環境および事故時雰囲気を考慮した長期健全性試験を実施した。 

SRM および IRM 前置増幅器の長期健全性試験手順を図４に示す。 

供試体（実機前置増幅器） 

※1: SRM/IRM 前置増幅器盤を対象とした加速熱劣化

図４ SRM および IRM 前置増幅器の長期健全性試験手順（設計基準事故，重大事故等） 

b. 試験条件

試験条件は，SRM および IRM 前置増幅器の約 10 年間の運転期間を想定した劣化条件およ

び事故時環境条件を包絡している。 

なお，SRM および IRM 前置増幅器の事故時雰囲気における放射線照射量は，信号変換処理

部（半導体）等に影響が現れる放射線照射量に対し十分小さいため，長期健全性試験におい

て放射線照射は実施していない。 

SRM および IRM 前置増幅器の長期健全性試験条件を表７に示す。 

表７ SRM および IRM 前置増幅器の長期健全性試験条件（設計基準事故，重大事故等） 

試験条件 説明 

加速熱劣化 

（前置増幅器） 

約 10年間 

実機環境で使用していたものを供試体

とした。 

（SRM/IRM 前置増幅器盤） 

110℃×47日間 

原子炉格納容器外（原子炉建物内）の

周囲温度最高値（40℃）に対して，約

10 年間の運転期間を包絡する。 

【別紙 7.添付-4）参照】 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：100℃ 

最高圧力：6.9kPa 

時間：約 2時間 

島根 2号炉の事故時雰囲気の最高温度

(100℃)，最高圧力(3.4kPa)を包絡して

いる。 

【別紙 7.添付-5）参照】 

（通常使用期間を考慮した加速熱劣化） 

（放射線を除く事故時雰囲気曝露） 

（入出力特性試験） 

加速熱劣化※1 

事故時雰囲気曝露 

判定 
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c. 評価結果

長期健全性試験の結果，島根2号炉の約10年間の運転期間および事故時雰囲気において，

SRM および IRM 前置増幅器は特性を維持できることを確認した。 

SRM および IRM 前置増幅器の長期健全性試験結果を表８に示す。 

表８ SRM および IRM 前置増幅器の長期健全性試験結果（設計基準事故，重大事故時） 

項目 試験内容 判定基準 結果 

ﾊﾟﾙｽ波特性
ﾊﾟﾙｽ信号を与え，その時の出

力特性を評価する。
出力特性：基準値±2％ 良 

（2）現状保全 

SRMおよびIRM前置増幅器の特性変化については，定期的に点検を実施し，初期の特性状態か

ら大きな変化が無いことを確認しており，必要に応じて調整を行っている。 

なお，初期の特性状態からの大きな変化が認められた場合には，取替えを行うこととしてい

る。 

（3）総合評価 

SRMおよびIRM前置増幅器については，点検において初期の特性状態からの大きな変化は確認

可能であり，初期の特性状態から大きく変わっていない場合には，健全性評価期間を超えての

使用が可能と判断できる。また，現状保全を実施していくとともに，必要に応じて適切に取替

えを行うことで，運転開始から60年間の通常運転および事故時雰囲気において特性を維持でき

ると判断する。 

（4）高経年化への対応 

SRMおよびIRM前置増幅器の特性変化については，現状の保全項目に高経年化対策の観点から

追加すべき項目はない。 
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2. 4 放射線検出器（イオンチェンバ式）の評価〔放射線計測装置〕

（1）健全性評価 

a. 評価手順

事故時雰囲気内で機能要求のある放射線検出器（イオンチェンバ式）については，実機同

等品による通常環境および事故時雰囲気を考慮した長期健全性試験を実施した。 

放射線検出器（イオンチェンバ式）の長期健全性試験手順を図５に示す。 

供試体（新品検出器） 

図５ 放射線検出器（イオンチェンバ式）の長期健全性試験手順（設計基準事故，重大事故等） 

b. 試験条件

試験条件は，放射線検出器（イオンチェンバ式）の 60年間の運転期間を想定した劣化条

件および事故時環境条件を包絡している。 

なお，事故時雰囲気内で機能要求のある放射線検出器（イオンチェンバ式）には有機物が

使用されていないため，通常運転時相当の熱劣化試験は実施していない。 

放射線検出器（イオンチェンバ式）の長期健全性試験条件を表８に示す。 

表８ 放射線検出器（イオンチェンバ式）の耐環境試験条件（設計基準事故，重大事故等） 

試験条件 説明 

放射線照射 1.0×106 Gy 

島根 2号炉で想定される線量 4.5×105

Gy（60 年間の通常運転時線量約 8.4×

104 Gy に事故時線量 3.6×105Gy を加え

た線量）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：220℃ 

最高圧力：約 470kPa 

時間：約 180 時間 

島根 2号炉の設計基準事故時の最高温

度(200℃)，最高圧力(6.9kPa)を包絡す

る。 

（放射線を除く事故時雰囲気曝露） 

（入出力特性試験） 

（通常使用期間および事故時を考慮した

放射線劣化） 
放射線照射 

事故時雰囲気曝露 

判定 
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c. 評価結果

長期健全性試験の結果，島根 2号炉の 60 年間の運転期間および事故時雰囲気において，

放射線検出器（イオンチェンバ式）は特性を維持できることを確認した。 

放射線検出器（イオンチェンバ式）の長期健全性試験結果を表９に示す。 

表９ 放射線検出器（イオンチェンバ式）の耐環境試験結果（設計基準事故，重大事故等） 

項目 試験内容 判定基準 
結果 

放射線後 LOCA 後 

絶縁特性 
ｹｰｽに電圧を印加し，各ｺﾈｸﾀ

に流れる電流を測定

各々について抵抗値が 1×

108Ω以上であること 
良 良 

直線性 

試験 

検出器にγ線を照射した際

の出力電流を測定 

各線量率において基準感度

の±20％以内 
良 良 

飽和特性

試験 

検出器にγ線を照射した際

の出力電流を測定 

各印加電圧(600V,1000V)に

おいて電流比I600/I1000が0.9

以上 

良 良 

（2）現状保全 

放射線検出器（イオンチェンバ式）の特性変化については，定期的に放射線検出器を含む各

装置の特性試験を実施しており，必要に応じて取替等の適切な対応をとることとしている。 

（3）総合評価 

放射線検出器（イオンチェンバ式）については，今後もこの保全を継続し，特性変化を監視

していくとともに，必要に応じて取替等の適切な対応をとることにより，60年間の運転期間お

よび事故時雰囲気において特性を維持できると判断する。 

（4）高経年化への対応 

放射線検出器（イオンチェンバ式）の特性変化については，現状の保全項目に高経年化対策

の観点から追加すべき項目はない。 
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4. 添付資料

1) 計測制御設備（絶縁特性低下）の長期健全性試験における評価期間について

2) 計測制御設備（絶縁特性低下）の長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性について

3) 設計基準事故時雰囲気で機能要求のある計測制御設備（絶縁特性低下）の環境条件について

4) 計測制御設備（特性変化）の長期健全性試験における評価期間について

5) 計測制御設備（特性変化）の長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性について

6) 事故時雰囲気で機能要求のある計測制御設備（特性変化）の環境条件について
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タイトル 計測制御設備（絶縁特性低下）の長期健全性試験における評価期間について 

説  明 

温度検出器（熱電対式）の加速熱劣化における実環境年数の算定はシール材

の活性化エネルギーを用いてアレニウスの式により算出している。加速熱劣化

条件は 60年間の通常運転期間を包絡している。 

ln 𝑡2 − ln 𝑡1 =  
𝐸

𝑅
(

1

𝑇2
−

1

𝑇1
) 

t1：実環境年数 ：60 年以上（2,811,054 時間） 

t2：加速時間  ：100 時間 

T1：実環境温度 ：333 K（＝60℃） 

T2：加速温度  ：453 K（＝180℃） 

R ：気体定数  ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol 

（エポキシ樹脂／EPRI 文献値）

以 上 

別紙 7．1） 
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タイトル
計測制御設備（絶縁特性低下）の長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性に

ついて 

説  明 

温度検出器（熱電対式）の長期健全性試験における事故時雰囲気曝露試験条

件と設計基準事故時条件を比較した結果を示す。 

事故時雰囲気曝蕗試験の試験条件は設計基準事故時条件を包絡している。 

条件 66℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 
964,119 時間 964,119 時間 

設計基準事故

※1

15,937 時間 

18,459 時間 128 時間 

2,394 時間 

活性化エネルギー： kcal/mol（エポキシ樹脂／EPRI 文献値） 

※1：温度検出器（熱電対式）が設置されている原子炉建物（主蒸気管室）の

設計基準事故時における環境条件設計値 

以 上 

別紙 7．2） 
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タイトル
設計基準事故時雰囲気で機能要求のある計測制御設備（絶縁特性低下）の環境

条件について 

説  明 

設計基準事故時雰囲気で機能要求のある温度検出器（熱電対式）の設置箇所

の環境条件は下記の通り。 

通常運転時※1 設計基準事故時※2 

周囲温度 60℃以下 171℃（最高） 

最高圧力 大気圧 14 kPa 

放射線 2.7×10-4 Gy/h 4.5×102 Gy（最大積算値） 

※1：温度検出器（熱電対式）が設置されている原子炉建物（主蒸気管室）

の通常運転時における環境条件設計値 

※2：温度検出器（熱電対式）が設置されている原子炉建物（主蒸気管室）

の設計基準事故時における環境条件設計値 

以 上 

別紙 7．3） 



別紙 7-17 

タイトル 計測制御設備（特性変化）の長期健全性試験における評価期間について 

説  明 

計測制御設備（特性変化）の加速熱劣化における実環境年数の算定は有機材

料（シール材）の活性化エネルギーを用いてアレニウスの式により算出してい

る。 

ln 𝑡2 − ln 𝑡1 =  
𝐸

𝑅
(

1

𝑇2
−

1

𝑇1
) 

①圧力伝送器および差圧伝送器

t1：実環境年数 ：20 年以上（895,353 時間） 

t2：加速時間 ：4,800 時間 

T1：実環境温度 ：313 K（＝40℃） 

T2：加速温度 ：368 K（＝95℃） 

R ：気体定数 ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol 

（エチレンプロピレンゴム／推定値）

②水位検出器（フロート式）

水位検出器（フロート式）は，約 27 年間実機環境で使用していたものを

供試体とした。 

③SRM および IRM 前置増幅器

a. 前置増幅器

前置増幅器は，約 10 年間実機環境で使用していたものを供試体とした。

b. SRM/IRM 前置増幅器盤

t1：実環境年数 ：10 年以上（1,816,468 時間） 

t2：加速時間 ：1128 時間 

T1：実環境温度 ：313 K（＝40℃） 

T2：加速温度 ：383 K（＝110℃） 

R ：気体定数 ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol 

（エチレンプロピレンゴム／EPRI 文献値）

別紙 7．4） 



別紙 7-18 

説  明 

④放射線検出器（イオンチェンバ式）

放射線検出器（イオンチェンバ式）には有機物が使用されていないため，

通常運転時相当の熱劣化試験は実施していない。 

以 上 



別紙 7-19 

タイトル
計測制御設備（特性変化）の長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性につい

て 

説  明 

計測制御設備（特性変化）の長期健全性試験における事故時雰囲気曝露試験

条件と事故時条件を比較した結果を示す。 

事故時雰囲気曝蕗試験の試験条件は事故時条件を包絡している。 

①圧力伝送器および差圧伝送器

条件 66℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 

5,182 時間 5,182 時間 

設計基準事故

※1

114 時間 2,508 時間 

2,394 時間 

重大事故等※2 3,191 時間 3,191 時間 

活性化エネルギー： kcal/mol（エチレンプロピレンゴム／推定値） 

※1：圧力伝送器および差圧伝送器が設置されている原子炉建物の設計基準事

故時における環境条件設計値 

※2：圧力伝送器および差圧伝送器が設置されている原子炉建物の重大事故等

時における環境条件設計値 

②水位検出器（フロート式）

条件 66℃換算時間※2 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 

45 時間 2,484 時間 

6 時間 

2,433 時間 

設計基準事故

※1

46 時間 2,440 時間 

2,394 時間 

※1：水位検出器（フロート式）が設置されている原子炉建物の設計基準事故

時における環境条件設計値 

※2：活性化エネルギー  kcal/mol での換算値（アクリロニトリルブタジエ

ンゴム／メーカー提示値）

別紙 7．5） 
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説  明 

③SRM および IRM 前置増幅器（前置増幅器および SRM/IRM 前置増幅器盤）

条件 合計 

事故時雰囲気曝露試験 2 時間 

設計基準事故※1※3 1 時間 

重大事故等※2※3 1 時間 

※1：SRM および IRM 前置増幅器が設置されている原子炉建物の設計基準事故時

における環境条件設計値 

※2：SRM および IRM 前置増幅器が設置されている原子炉建物の重大事故等時に

おける環境条件設計値 

※3:SRM および IRM 前置増幅器が設置されている原子炉建物での事故時におけ

る動作要求のある時間 

④放射線検出器（イオンチェンバ式）

条件 合計※3 

事故時雰囲気曝露試験 180 時間 5分 

設計基準事故※1※3 6 時間 

重大事故等時※2 168 時間 

※1：放射線検出器（イオンチェンバ式）の設置箇所における設計基準事故時

の環境条件設計値 

※2：放射線検出器（イオンチェンバ式）の設置箇所における重大事故等時の

環境条件設計値 

※3：機器仕様である� ℃を超過する時間 

以 上 



別紙 7-21 

タイトル 事故時雰囲気で機能要求のある計測制御設備（特性変化）の環境条件について 

説  明 

事故時雰囲気で機能要求のある計測制御設備（特性変化）の設置箇所の環境

条件は下記の通り。 

①圧力伝送器および差圧伝送器

通常運転時※1 設計基準事故時※2 重大事故等時※3 

周囲温度 40℃以下 100℃（最高） 100℃（最高） 

最高圧力 大気圧 3.4 kPa 6.9kPa 

放射線 2.7×10-4 Gy/h 1.8×103 Gy 

（最大積算値） 

4.7×102 Gy 

（最大積算値） 

※1：圧力伝送器および差圧伝送器が設置されている原子炉建物内の通常運

転時における環境条件設計値 

※2：圧力伝送器および差圧伝送器が設置されている原子炉建物内の設計基

準事故時における環境条件設計値 

※3：圧力伝送器および差圧伝送器が設置されている原子炉建物内の重大事

故等時における環境条件設計値 

②水位検出器（フロート式）

通常運転時※1 設計基準事故時※2 

周囲温度 40℃以下 100℃（最高） 

最高圧力 大気圧 3.4 kPa 

放射線 2.7×10-4 Gy/h 4.5×102 Gy（最大積算値） 

※1：水位検出器（フロート式）が設置されている原子炉建物内の通常運転

時における環境条件設計値 

※2：水位検出器（フロート式）が設置されている原子炉建物内の設計基準

事故時における環境条件設計値 

別紙 7．6） 
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説  明 

③SRM および IRM 前置増幅器（前置増幅器および SRM/IRM 前置増幅器盤）

通常運転時※1 設計基準事故時※2 重大事故等時※3 

周囲温度 40℃以下 100℃（最高） 100℃（最高） 

最高圧力 大気圧 3.4 kPa 6.9 kPa 

放射線 2.7×10-4 Gy/h 6.2 Gy 

（最大積算値） 

2.8 Gy 

（最大積算値） 

※1：SRM および IRM 前置増幅器が設置されている原子炉建物内の通常運転時

における環境条件設計値 

※2：SRM および IRM 前置増幅器が設置されている原子炉建物内の設計基準事

故時における環境条件設計値 

※3：SRM および IRM 前置増幅器が設置されている原子炉建物内の重大事故等

時における環境条件設計値 

④放射線検出器（イオンチェンバ式）

通常運転時※1 設計基準事故時※2 重大事故等時※3 

周囲温度 40℃以下 100℃（最高） 200℃ 

最高圧力 大気圧 3.4 kPa 6.9kPa 

放射線 2.7×10-4 Gy/h 1.8×103 Gy 

（最大積算値） 

3.6×105Gy 

（最大積算値） 

※1：放射線検出器（イオンチェンバ式）の設置箇所における通常運転時の

環境条件設計値 

※2：放射線検出器（イオンチェンバ式）の設置箇所における設計基準事故

時の環境条件設計値 

※3：放射線検出器（イオンチェンバ式）の設置箇所における重大事故等時

の環境条件設計値 

以 上 



別紙 8-1 

別紙 8．電気・計装設備の評価（共通項目）について 



別紙 8-2 

タイトル 長期健全性評価結果にて得られた設備の評価期間の対応管理について 

説  明 

長期健全性評価結果にて評価期間が 60 年以内となった設備については，得

られた評価期間に至る前に取替を実施する。 

取替の対応については，保全プログラムシステム内の点検計画等への反映・

登録を行い管理していく。 

【ケーブル】 

対象設備 評価期間 備考 

難燃 PN ｹｰﾌﾞﾙ 

37 年 

原子炉格納容器内環境温度 63℃のｴ

ﾘｱに敷設されている設計基準事故

時に動作要求の有るｹｰﾌﾞﾙ。 

難燃 CV ｹｰﾌﾞﾙ 

47 年 

原子炉浄化系熱交換器室環境温度

50℃のｴﾘｱに敷設されている事故時

に動作要求の有るｹｰﾌﾞﾙ。 

【ケーブル接続部】 

対象設備 評価期間 備考 

端子台接続（原子炉格納

容器内仕様） 25 年 

原子炉格納容器内環境温度 63℃のｴ

ﾘｱに敷設されている事故時に動作

要求の有る端子台接続。 

【計測装置】 

対象設備 評価期間 備考 

圧力伝送器および差圧

伝送器 
20 年 

原子炉建物内環境温度 40℃のｴﾘｱに

敷設されている事故時に動作要求

の有る圧力伝送器および差圧伝送

器。 

水位検出器（ﾌﾛｰﾄ式） 

27 年 

原子炉建物内環境温度 40℃のｴﾘｱに

敷設されている設計基準事故時に

動作要求の有る水位検出器（ﾌﾛｰﾄ

式）のｶﾞｽｹｯﾄおよび O ﾘﾝｸﾞ。 

SRMおよびIRM前置増幅

器 
10 年 

原子炉建物内環境温度 40℃のｴﾘｱに

敷設されている事故時に動作要求

の有るSRMおよびIRM前置増幅器の

盤のﾊﾟｯｷﾝ。 

以 上 
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別紙 8-3 

タイトル 電気・計装設備評価対象機器の保全項目，判定基準および点検頻度について 

説  明 

主な電気・計装設備の保全項目，判定基準及び点検頻度については，添付「電

気設備の保全項目，判定基準及び点検頻度」のとおり。 

以 上 
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評価対象設備 評価対象機器 部位 保全項目(作業内容) 判定基準 点検頻度 備考

ﾎﾟﾝﾌﾟ ほう酸水注入ﾎﾟﾝﾌﾟ
潤滑油ﾕﾆｯﾄ(ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ)の固定
子および口出線･接続部品

絶縁抵抗測定 2C

絶縁抵抗測定 1C

絶縁抵抗測定(絶縁診
断)

3C,4C

直流吸収試験 3C,4C

交流電流試験 3C,4C

耐電圧試験 3C,4C

誘電正接試験 3C,4C

部分放電試験 3C,4C

高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ補機海水ﾎﾟﾝﾌﾟ
ﾓｰﾀ

絶縁抵抗測定 1C

ほう酸水注入ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ 絶縁抵抗測定 2C

原子炉補機海水ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ
原子炉補機冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ

高圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ

低圧ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ

電気設備の保全項目，判定基準及び点検頻度

固定子ｺｲﾙおよび口出線･接続
部品

固定子ｺｲﾙおよび口出線･接続
部品

別紙8.2)-2
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評価対象設備 評価対象機器 部位 保全項目(作業内容) 判定基準 点検頻度 備考

ﾓｼﾞｭｰﾙ型核計装用電気ﾍﾟﾈﾄﾚ-
ｼｮﾝ

ｼｰﾙ材および同軸ｹｰﾌﾞﾙ･電線 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

ﾓｼﾞｭｰﾙ型高圧動力用電気ﾍﾟﾈﾄ
ﾚ-ｼｮﾝ

ｼｰﾙ材および電線
絶縁抵抗測定，機器の
動作試験

接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

ﾓｼﾞｭｰﾙ型制御計測用高耐熱電
気ﾍﾟﾈﾄﾚ-ｼｮﾝ

ｼｰﾙ材および電線 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

残留熱除去系炉水入口内側隔
離弁用駆動部

固定子ｺｲﾙ，口出線･接続部品
およびﾌﾞﾚｰｷ電磁ｺｲﾙ

絶縁抵抗測定 5C

原子炉補機冷却系熱交海水出
口弁用駆動部

固定子ｺｲﾙおよび口出線･接続
部品

絶縁抵抗測定 10C

原子炉隔離時冷却系ﾀｰﾋﾞﾝ排
気隔離弁用駆動部

固定子ｺｲﾙ，回転子ｺｲﾙおよび
口出線･接続部品

絶縁抵抗測定 5C

原子炉補機海水ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁
用駆動部

固定子ｺｲﾙおよび口出線･接続
部品

絶縁抵抗測定 10C

絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

漏れ電流測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

成極指数
接続機器の点検周
期に合わせて実施

不平衡率
接続機器の点検周
期に合わせて実施

電動弁用駆動部

高圧ｹｰﾌﾞﾙ

電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ

高圧難燃CVｹｰﾌﾞﾙ 絶縁体
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評価対象設備 評価対象機器 部位 保全項目(作業内容) 判定基準 点検頻度 備考

KGBｹｰﾌﾞﾙ 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

難燃PNｹｰﾌﾞﾙ 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

難燃CVｹｰﾌﾞﾙ 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

難燃VVｹｰﾌﾞﾙ 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

難燃FNｹｰﾌﾞﾙ 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

難燃三重同軸ｹｰﾌﾞﾙ 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

複合同軸ｹｰﾌﾞﾙ 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

端子台接続(ｼﾞｱﾘﾙﾌﾀﾚｰﾄ樹脂) 絶縁物 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

直ｼﾞｮｲﾝﾄ接続 熱収縮ﾁｭｰﾌﾞ 絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

電動弁ｺﾈｸﾀ接続
ｵｽ絶縁物
ｼｰﾘﾝｸﾞﾌﾞｯｼｭ
ﾒｽ絶縁物

絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

同軸ｺﾈｸﾀ接続(ﾎﾟﾘｴｰﾃﾙｴｰﾃﾙｹﾄ
ﾝ)

Oﾘﾝｸﾞ(ﾒｽ側)
ﾚｾﾌﾟﾀｸﾙｲﾝｼｭﾚｰﾀ
ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝｼｭﾚｰﾀ
Oﾘﾝｸﾞ(ｵｽ側)

絶縁抵抗測定
接続機器の点検周
期に合わせて実施

絶縁抵抗の判定値
は接続機器による

ﾀｰﾋﾞﾝ制御装置 制御油ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ
ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ(低圧，交流，全閉)
の固定子ｺｲﾙおよび口出線･接
続部品

絶縁抵抗測定 2C

ｹｰﾌﾞﾙ接続部

同軸ｹｰﾌﾞﾙ

低圧ｹｰﾌﾞﾙ

絶縁体

絶縁体
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評価対象設備 評価対象機器 部位 保全項目(作業内容) 判定基準 点検頻度 備考

原子炉隔離時冷却ﾎﾟﾝﾌﾟ駆動
用蒸気ﾀｰﾋﾞﾝおよび付属装置
の主塞止弁

電動弁用駆動部の回転子ｺｲ
ﾙ，固定子ｺｲﾙおよび口出線･
接続部品

絶縁抵抗測定 5C

原子炉隔離時冷却ﾎﾟﾝﾌﾟ駆動
用蒸気ﾀｰﾋﾞﾝおよび付属装置
の真空ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ，復水ﾎﾟﾝﾌﾟ
ﾓｰﾀ

ﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ(低圧，直流，全閉)
の回転子ｺｲﾙ，固定子ｺｲﾙおよ
び口出線･接続部品

絶縁抵抗測定 2C

主蒸気管周囲温度計測装置 温度検出器(熱電対式) 絶縁抵抗測定 1C

中央制御室冷凍機蒸発器出口
冷水温度計測装置

温度検出器(測温抵抗体式) 導通試験 1C

換気系放射線計測装置 絶縁抵抗測定 1C

水素濃度計測装置 絶縁抵抗測定 1C

酸素濃度計測装置 絶縁抵抗測定 1C

格納容器酸素濃度計測装置 絶縁抵抗測定 1C

ﾌｧﾝ 中央制御室送風機
ﾌｧﾝﾓｰﾀの固定子ｺｲﾙ，口出線･
接続部品

絶縁抵抗測定 1C

空調機
原子炉補機冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ熱交
換器室冷却機

ﾌｧﾝﾓｰﾀの固定子ｺｲﾙ，口出線･
接続部品

絶縁抵抗測定 2C

中央制御室冷凍機の圧縮機 絶縁抵抗測定 4C

中央制御室冷凍機の冷却水循
環ﾎﾟﾝﾌﾟ

絶縁抵抗測定 1C

計測装置

冷凍機

非常用系ﾀｰﾋﾞﾝ設備

ｻﾝﾌﾟﾙﾎﾟﾝﾌﾟﾓｰﾀ(低圧，交流，
全閉)

ﾓｰﾀの固定子ｺｲﾙ，口出線･接
続部品
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評価対象設備 評価対象機器 部位 保全項目(作業内容) 判定基準 点検頻度 備考

非常用ディーゼル機
関付属設備
高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲ系
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関付属設
備

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関(A，B号
機)付属設備の燃料移送ﾎﾟﾝﾌﾟ
ﾓｰﾀｰ

ﾓｰﾀの固定子ｺｲﾙ，口出線･接
続部品

絶縁抵抗測定 1C

ﾌﾞﾛﾜ用電動機(低圧，交流，
全閉)の固定子ｺｲﾙおよび口出
線･接続部品

絶縁抵抗測定 1C

弁(電動弁駆動部)の固定子ｺｲ
ﾙ，口出線･接続部品

絶縁抵抗測定 5C

ﾓｰﾀの固定子ｺｲﾙ，口出線･接
続部品

絶縁抵抗測定 1C

ﾌﾞﾚｰｷ電磁ｺｲﾙ 絶縁抵抗測定 1C

ﾓｰﾀの固定子ｺｲﾙ，口出線･接
続部品

絶縁抵抗測定 1Y

ﾌﾞﾚｰｷ電磁ｺｲﾙ 絶縁抵抗測定 1Y

ｺｲﾙ(変圧器) 絶縁抵抗測定 1Y

計装用圧縮空気系設
備

計装用圧縮空気系設備
ﾓｰﾀの固定子ｺｲﾙ，口出線･接
続部品

絶縁抵抗測定 2C

原子炉建物天井ｸﾚｰﾝ 原子炉建物天井ｸﾚｰﾝ

可燃性ｶﾞｽ濃度制御
系設備

燃料取替機

可燃性ｶﾞｽ濃度制御系設備

燃料取替機
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評価対象設備 評価対象機器 部位 保全項目(作業内容) 判定基準 点検頻度 備考

絶縁操作ﾛｯﾄﾞ，引外しｺｲﾙお
よび投入ｺｲﾙ

絶縁抵抗測定 1C

支持ｻﾎﾟｰﾄ，ﾌﾞｯｼﾝｸﾞ，支持碍
子および主回路断路部

絶縁抵抗測定 1C

計器用変圧器 絶縁抵抗測定 4C

貫通形計器用変流器
外観・目視点検
絶縁抵抗測定

4C

ｺｲﾙ 絶縁抵抗測定 1C

支持碍子 絶縁抵抗測定 1C

ﾌｧﾝﾓｰﾀの固定子ｺｲﾙ，口出線･
接続部品

絶縁抵抗測定 4C

絶縁操作ﾛｯﾄﾞ，投入ｺｲﾙ，引
外しｺｲﾙおよび断路部

絶縁抵抗測定 1C

絶縁支持板 絶縁抵抗測定 1C

計器用変圧器 絶縁抵抗測定 4C

貫通形計器用変流器
外観・目視点検
絶縁抵抗測定

4C

ｺｲﾙ(変圧器) 絶縁抵抗測定 1C

限流ﾘｱｸﾄﾙおよび絶縁支持板 絶縁抵抗測定 4C

高圧閉鎖配電盤 非常用M/C

動力用変圧器

低圧閉鎖配電盤

ｺﾝﾄﾛｰﾙｾﾝﾀ

非常用L/C

非常用動力変圧器

非常用C/C
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評価対象設備 評価対象機器 部位 保全項目(作業内容) 判定基準 点検頻度 備考

固定子ｺｲﾙおよび口出線･接続
部品

絶縁抵抗測定 1C

回転子ｺｲﾙ 絶縁抵抗測定 1C

励磁用可飽和変流器，ﾘｱｸﾄﾙ
および整流器用変圧器

絶縁抵抗測定 1C

計器用変圧器 絶縁抵抗測定 1C

貫通形計器用変流器
清掃・目視点検
絶縁抵抗測定

2C

貫通形計器用変流器
清掃・目視点検
絶縁抵抗測定

1C

ｺｲﾙ(変圧器) 絶縁抵抗測定 1C

ｺｲﾙ(変圧器) 絶縁抵抗測定 1C

計器用変圧器 絶縁抵抗測定 1C

ｺｲﾙ 絶縁抵抗測定 3C

ﾀﾞｸﾄｽﾍﾟｰｻ 絶縁抵抗測定 3C

支持碍子 絶縁抵抗測定 3C

計装用分電盤および
配電盤

230V系直流盤 支持碍子
清掃・目視点検
絶縁抵抗測定

3C

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電設備

230V系充電器盤

計測用変圧器 計装用変圧器

直流電源設備

ﾊﾞｲﾀﾙ電源用CVCF 計装用無停電交流電源装置

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機

別
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別紙 8-11 

タイトル
電気ペネトレーションにおいて実施した長期健全性試験と IEEE の試験項目に

係る規定への準拠の有無について 

説  明 

電気ペネトレーションにおいて実施した長期健全性試験と IEEE の試験項目

に係る規定への準拠の有無については，添付「低圧用および高圧用電気ペネト

レーションにおける IEEE Std.317(1976)の要求事項と長期健全性試験の実施有

無」ならびに「高耐熱電気ペネトレーションにおける IEEE Std.317(1983)の要

求事項と長期健全性試験の実施有無」のとおり。 

以 上 

別紙 8．3)-1 
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低圧用および高圧用電気ペネトレーションにおける IEEE Std.317-1976 の要求事項と長期健全性試験の実施有無 

No. 

IEEE Std.317-1976 長期健全性試験時 

実施有無 

（○：有，×：無） 

IEEE の試験項目に対して， 

試験で実施していない理由等 試験項目 試験内容の概要 

1 6.4.1～6.4.5 初期特性試験 ・製造試験に合格していること。
○ － 

2 6.4.6 部分放電試験 ・導体は，部分放電（ｺﾛﾅ）試験を行うこと。

× 

本試験はペネ構成材料の絶縁内部に対する評価

としての検証と考えられる。 

高圧動力用ﾓｼﾞｭｰﾙ型電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝは、気密性に

関する長期健全性試験が必要であり、本試験は不

要であるが、長期健全性試験の判定時に行う試験

(絶縁抵抗試験)にて確認可能であると考える。 

3 6.4.7 定格連続電流試験 ・定格電流の通電を行い最高温度について測定・記録を行うこと。

× 

本試験は定格電流の通電による熱に対する検証

と考えられる。 

核計装用ﾓｼﾞｭｰﾙ型電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝは，通電による

温度上昇がわずかであるため環境温度を，高圧動

力用ﾓｼﾞｭｰﾙ型電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝは，環境温度に通電

時の温度上昇を考慮した評価を行っている。 

4 6.4.8 劣化試験 

（1）輸送保管時模擬試験

・輸送および保管を模擬する試験は，温度および湿度を含む最も厳

しい環境条件に曝すものとすること。 × 

本試験はペネ構成材料の劣化に対する評価とし

て，長期経年劣化にほとんど影響しない短期的な

環境要因と考えられる。 

（2）現地溶接模擬試験 ・溶着方法が溶接である場合，電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝの部品が損傷なしに溶

接できることを実証するための試験を行うこと。 × 

本試験はペネ構成材料の劣化に対する評価とし

て，長期経年劣化にほとんど影響しない短期的な

環境要因と考えられる。 

別紙 8．3)-2 
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No. 

IEEE Std.317-1976 長期健全性試験時 

実施有無 

（○：有，×：無） 

IEEE の試験項目に対して， 

試験で実施していない理由等 試験項目 試験内容の概要 

4 （3）熱ｻｲｸﾙ試験 ・運転サイクルを模擬し，温度変化が 55℃以上で 120 ｻｲｸﾙ行うこと。 ○ 劣化の影響が出るように試験順序を変更して実

施している。 

・核計装

放射線照射試験（通常時）⇒熱ｻｲｸﾙ試験⇒熱劣

化試験⇒放射線照射試験（事故時）

・高圧動力

放射線照射試験（通常時＋事故時）⇒熱劣化試

験⇒熱ｻｲｸﾙ試験

（4）熱劣化試験 ・通常の使用条件の劣化を模擬し，熱劣化処理を受けるものとする

こと。
○ 

（5）放射線照射試験 ・通常使用環境の設置寿命期間中を模擬した放射線を照射するもの

とすること。

・上記試験中に想定される最大の事故環境累積放射線量を実施する

ことができる。

・試験後，ﾘｰｸ試験および電気試験（耐電圧試験，絶縁抵抗試験，導

通試験）に合格するものとする。

○ 

5 6.4.9 過負荷電流試験 ・定格連続電流通電時に，定格短時間過負荷電流を継続時間通電で

きるものとする。 × 

本試験はペネ構成材料の劣化に対する評価とし

て，長期経年劣化にほとんど影響しない短期的な

環境要因と考えられる。 

6 6.4.10 短絡電流試験 ・定格連続電流通電時に，定格短絡電流を通電できるものとする。

× 

本試験はペネ構成材料の劣化に対する評価とし

て，長期経年劣化にほとんど影響しない短期的な

環境要因と考えられる。 

7 6.4.11 耐震試験 ・設計仕様条件に裕度を加えた条件の入力振動スペクトルで IEEE

Std.344-1975 に準じて耐震試験を行うこと。

・試験後，ﾘｰｸ試験および電気試験（耐電圧試験，絶縁抵抗試験，導

通試験）に合格するものとする。

× 

本試験はペネ構成材料の劣化に対する評価とし

て，長期経年劣化にほとんど影響しない短期的な

環境要因と考えられる。 



別
紙

8
-1
4 

No. 

IEEE Std.317-1976 長期健全性試験時 

実施有無 

（○：有，×：無） 

IEEE の試験項目に対して， 

試験で実施していない理由等 試験項目 試験内容の概要 

8 6.4.12 定格連続電流試験 ・定格電流の通電を行い最高温度について測定・記録を行うこと。

× 

本試験は定格電流の通電による熱に対する検証

と考えられる。 

核計装用ﾓｼﾞｭｰﾙ型電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝは，通電による

温度上昇がわずかであるため環境温度を，高圧動

力用ﾓｼﾞｭｰﾙ型電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝは，環境温度に通電

時の温度上昇を考慮した評価を行っている。 

9 6.4.13 冷却材喪失模擬試験 ・設計基準最大想定事故事象の環境条件（圧力，温度，湿度，放射

線照射，化学薬品噴霧）に対する健全性を実証すること。

・試験中，導体に定格電圧を連続的に印加するものとする。

・試験後，ﾘｰｸ試験および電気試験（耐電圧試験，通電試験）に合格

するものとする。

○ － 

10 6.4.14 定格短絡電流の最大

持続時間試験 

・定格短絡電流の保護装置が動作するまでの最大時間，定格短絡電

流が通電できることを確認すること。

・試験後，ﾘｰｸ試験に合格するものとする。

× 

本試験はペネ構成材料の劣化に対する評価とし

て，長期経年劣化にほとんど影響しない短期的な

環境要因と考えられる。 
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高耐熱電気ペネトレーションにおける IEEE Std.317-1983 の要求事項と長期健全性試験の実施有無 

No. 

IEEE Std.317-1983 長期健全性試験時 

実施有無 

（○：有，×：無） 

IEEE の試験項目に対して， 

試験で実施していない理由等 試験項目 試験内容の概要 

1 6.2.1～6.2.4 及び 6.3.1 

初期特性試験 

・製造試験に合格していること。

2 6.2.5 部分放電試験 ・中電圧（定格電圧が 1000V 以上）の動力回路の導体は，部分放電

（ｺﾛﾅ）試験を行うこと。

3 6.2.6 定格連続電流試験 ・定格電流の通電を行い最高温度について測定・記録を行うこと。

4 6.2.11 現地溶接模擬試験 ・溶着方法が溶接である場合，電気ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝの部品が損傷なしに溶

接できることを実証するための試験を行うこと。 

5 6.3.2 劣化試験 

（1）輸送保管時模擬試験

・輸送および保管を模擬する試験は，温度および湿度を含む最も厳

しい環境条件に曝すものとすること。

（2）熱ｻｲｸﾙ試験 ・運転サイクルを模擬し，温度変化が 55℃以上で 120 ｻｲｸﾙ行うこと。 

（3）熱劣化試験 ・通常の使用条件の劣化を模擬し，熱劣化処理を受けるものとする

こと。

（4）放射線照射試験 ・通常使用環境の設置寿命期間中を模擬した放射線を照射するもの

とすること。

・上記試験中に想定される最大の事故環境累積放射線量を実施する

ことができる。

・試験後，ﾘｰｸ試験および電気試験（耐電圧試験，絶縁抵抗試験，導

通試験）に合格するものとする。

別紙 8．3)-3 
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No. 

IEEE Std.317-1983 長期健全性試験時 

実施有無 

（○：有，×：無） 

IEEE の試験項目に対して， 

試験で実施していない理由等 試験項目 試験内容の概要 

6 6.2.7 過負荷電流試験 ・定格連続電流通電時に，定格短時間過負荷電流を継続時間通電で

きるものとする。

7 6.2.8 及び 6.3.3（1） 

短絡電流試験 

・定格連続電流通電時に，定格短絡電流を通電できるものとする。

8 6.2.10 及び 6.3.3（2） 

耐震試験 

・設計仕様条件に裕度を加えた条件の入力振動スペクトルで

ANSI/IEEE Std.344-1975（R 1980）に準じて耐震試験を行うこと。 

・試験後，ﾘｰｸ試験および電気試験（耐電圧試験）に合格するものと

する。

9 6.3.3 冷却材喪失模擬試験 ・設計基準最大想定事故事象の環境条件（圧力，温度，湿度，放射

線照射，化学薬品噴霧）に対する健全性を実証すること。

・試験中，導体に定格連続電流を印加するものとする。

・試験後，ﾘｰｸ試験に合格するものとする。

・試験後，定格短絡電流を印加していない導体は定格電圧に耐える

こと。
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別紙 9．電気ペネトレーションの評価について 
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1．電気ペネトレーションの技術評価

（1）高圧動力用電気ペネトレーションの評価 

1）高圧動力用電気ペネトレーションの健全性の評価

a．評価手順

高圧動力用電気ペネトレ－ションの絶縁特性低下については，長期間の経年劣化を考

慮した必要性能の評価方法が IEEE Std.317（1976），323（1974）および 383（1974）

の規格にまとめられており，これに基づき，実機同等品による通常環境および設計基準

事故時雰囲気を考慮した長期健全性試験を実施し評価する。 

高圧動力用電気ペネトレ－ションの長期健全性試験手順を図１に示す。 

※1：供試体は，島根原子力発電所２号炉で使用している高圧動力用電気ペネトレ－ション

と同等のもの 

図１ 高圧動力用電気ペネトレ－ションの長期健全性試験手順（設計基準事故） 

放射線照射 
（通常運転期間相当および設計基

準事故時相当の放射線照射） 

熱ｻｲｸﾙ試験 1 （起動停止回数相当の熱ｻｲｸﾙ） 

事故時雰囲気曝露 
（放射線を除く設計基準事故時雰

囲気曝露） 

判定 （耐電圧試験） 

加速熱劣化 （通常運転期間相当の加速熱劣化） 

熱ｻｲｸﾙ試験 2 （起動停止回数相当の熱ｻｲｸﾙ） 

供試体（新品ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ）※1
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b．試験条件 

試験条件は，60年間の通常運転期間および設計基準事故時を想定した条件を包絡して

いる。 

高圧動力用電気ペネトレ－ションの長期健全性試験条件を表１に示す。 

表１ 高圧動力用電気ペネトレ－ションの長期健全性試験条件（設計基準事故） 

試験条件 説明 

熱ｻｲｸﾙ試験 10℃⇔66℃ 180ｻｲｸﾙ 
島根2号炉の60年間の起動停止に伴う熱ｻｲｸﾙ回

数を包絡する。 

加速熱劣化 125℃×228日間 

島根2号炉の通常運転時周囲温度最高値（50℃）

に通電温度上昇を考慮した温度（55℃）に対し

て，60年間の運転期間を包絡する。 

【別紙9．添付-1）参照】 

放射線照射 

放射線照射線量 

5.2×105 Gy 

（1×104 Gy/h） 

島根2号炉で想定される線量3.7×104 Gy（60年

間の通常運転時線量1.8×104 Gyに設計基準事

故時線量1.9×104 Gyを加えた値）を包絡する。 

事故時雰囲気曝露 

最高温度：171℃ 

最高圧力：0.427 MPa 

曝露時間 13日間 

島根2号炉の設計基準事故時の最高温度

（171℃），最高圧力（0.427 MPa）を包絡する。 

【別紙9．添付-2）参照】 

  c．評価結果 

長期健全性試験の結果，60年間の通常運転期間および設計基準事故時において，高圧

動力用電気ペネトレ－ションの絶縁性能を維持できることを確認した。 

 高圧動力用電気ペネトレ－ションの長期健全性試験結果を表２に示す。 

表２ 高圧動力用電気ペネトレ－ションの長期健全性試験結果（設計基準事故） 

試験内容 判定基準*1 結果 

交流電圧7,920 Vを5分間印加 絶縁破壊しないこと 良 

2）現状保全

高圧動力用電気ペネトレーションの絶縁特性低下に対しては，定期的に絶縁抵抗測定を

実施し，健全性を確認している。また，定期検査時の原子炉格納容器漏えい率検査によ

り，原子炉格納容器全体の漏えい率が基準を満たし，漏えい率が増加傾向にないことを確

認している。 

なお，電気ペネトレーションに有意な絶縁特性低下が認められた場合は，必要により取

替え等を行うこととしている。 

3）総合評価

高圧動力用電気ペネトレーションの絶縁特性低下は，健全性評価結果および現状保全よ

り，運転開始から60年間の通常運転および設計基準事故時雰囲気において絶縁性能を維持

できると判断する。 
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4）高経年化への対応

シール材および電線の絶縁特性低下に対しては，高経年化対策の観点から現状の保全内

容に追加すべき項目はない。引き続き，現状保全を継続していく。 

（2）高耐熱電気ペネトレーションの評価 

1）高耐熱電気ペネトレーションの健全性の評価

a．評価手順

モジュール型制御計測用高耐熱電気ペネトレ－ションの絶縁特性低下については，長

期間の経年劣化を考慮した必要性能の評価方法がIEEE Std.317（1983），323（1974）お

よび383（1974）の規格にまとめられており，これに基づき，実機同等品による通常環境

および設計基準事故時雰囲気を考慮した長期健全性試験を実施し評価する。 

また，重大事故等時雰囲気内において信号伝達が求められることから，長期健全性試

験を実施し，この結果に基づき，重大事故等時雰囲気内での健全性を評価する。 

高耐熱電気ペネトレ－ションの長期健全性試験手順を図２に示す。 

 

※1：供試体は，島根原子力発電所２号炉で使用している高耐熱電気ペネトレ－ションと同

等のもの 

図２ 高耐熱電気ペネトレ－ションの長期健全性試験手順（設計基準事故，重大事故等） 

供試体（新品ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ）※1

事故時雰囲気曝露 （放射線を除く事故時雰囲気曝露） 

判定 （通電試験） 

事故時放射線照射 （事故時相当の放射線照射） 

熱放射線同時劣化 （通常運転期間相当の加速熱劣化

および放射線照射） 

熱ｻｲｸﾙ試験 （起動停止回数相当の熱ｻｲｸﾙ） 
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b．試験条件 

試験条件は，30年間の通常運転期間および事故時雰囲気を想定した条件を包絡してい

る。 

高耐熱電気ペネトレ－ションの長期健全性試験条件を表３に示す。 

表３ 高耐熱電気ペネトレ－ションの長期健全性試験条件（設計基準事故，重大事故等） 

試験条件 説明 

熱ｻｲｸﾙ試験 
島根2号炉の60年間の起動停止に伴う熱ｻｲｸﾙ回

数を包絡する。 

熱放射線同時劣

化 

島根2号炉の通常運転時周囲温度最高値（50℃）

に対して，30年間の運転期間を包絡する。 

また，島根2号炉で想定される30年間の通常運

転時線量　　　　　　  Gyを包絡する。 

【別紙9．添付-1）参照】 

事故時放射線照

射 

島根2号炉で想定される事故時線量3.6×105Gy

を包括する。 

事故時雰囲気曝

露 

最高温度：　　   

最高圧力：0.854MPa 

曝露時間：13日間 

島根2号炉の事故時の最高温度（　　 ），最高

圧力（0.853 MPa）を包絡する。 

【別紙9．添付-2）参照】 

  c．評価結果 

長期健全性試験の結果，30年間の通常運転期間および事故時環境条件において，高耐

熱電気ペネトレ－ションの絶縁性能を維持できることを確認した。 

また、事故時環境において動作要求のあるモジュール型制御計測用高耐熱電気ペネト

レーションについては，運転開始後 34年目に設置予定である。

よって，モジュール型制御計測用高耐熱電気ペネトレ－ションは，60 年間の通常運

転および事故時雰囲気において絶縁特性を維持できるものと評価できる。 

 高耐熱電気ペネトレ－ションの長期健全性試験結果を表４に示す。 

表４ 高圧動力用電気ペネトレ－ションの長期健全性試験結果（設計基準事故，重大事故等） 

試験内容 判定基準*1 結果 

絶縁破壊しないこと 

異常のないこと 
良 

2）現状保全

高耐熱電気ペネトレーションの絶縁特性低下に対しては，定期的に絶縁抵抗測定を実施

し，健全性を確認することとしている。また，定期検査時の原子炉格納容器漏えい率検査

により，原子炉格納容器全体の漏えい率が基準を満たし，漏えい率が増加傾向にないこと

を確認することとしている。 
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なお，電気ペネトレーションに有意な絶縁特性低下が認められた場合は，必要により取

替え等を行うこととしている。 

3）総合評価

高耐熱電気ペネトレーションの絶縁特性低下は，健全性評価結果および現状保全より、

運転開始から 60 年間の通常運転および事故時雰囲気において絶縁性能を維持できると判断

する。 

4）高経年化への対応

シール材および電線の絶縁特性低下に対しては，高経年化対策の観点から現状の保全内

容に追加すべき項目はない。引き続き，現状保全を継続していく。 

2．添付資料 

1）電気ペネトレーションの長期健全性試験における評価期間について

2）電気ペネトレーションの長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性について

3）事故時雰囲気で機能要求のある電気ペネトレーションの環境条件について
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タイトル 電気ペネトレーションの長期健全性試験における評価期間について 

説  明 

高圧動力用電気ペネトレーションの加速熱劣化における実環境年数の算定

は高圧動力用電気ペネトレーションの有機材料の活性化エネルギーを用いて

アレニウスの式により算出している。

ln 𝑡2 − ln 𝑡1 =  
𝐸

𝑅
(

1

𝑇2
−

1

𝑇1
) 

①高圧動力用電気ペネトレーション

t1：実環境年数 時間） 

t2：加速時間 

T1：実環境温度 

T2：加速温度 

：60�年以上（

：5472�時間 

：328 K（＝55℃） 

：398 K（＝125℃） 

R ：気体定数 ：1.98721×10-3 kcal/mol・K 

E ：活性化エネルギー：  kcal/mol 

（エチレンプロピレンゴム／推定値※1）

※1：活性化エネルギー取得試験の結果を踏まえ試験データから推定し

た値 

別紙 9．1） 
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高耐熱電気ペネトレーションの加速熱劣化における実環境年数の算定は

高耐熱電気ペネトレーションの有機材料の活性化エネルギーを用いて等価

損傷簡易手法により算出している。 

①高耐熱電気ペネトレーション

t1：実環境年数 時間） 

t2：加速時間  

： 30�年以上（

�：      �時間 

T1：実環境温度 ： 323 K （＝50 ℃） 

T2：加速温度  ： K （＝  ℃） 

D1：実線量率  ： 0.033Gy/h 

D2：加速線量率 ： Gy/h 

 R：気体定数  ： 1.9859×10-3 kcal/mol・K 

 E：活性化エネルギー※1 ： kcal/mol 

（   　　　　　  /メーカ提示値）

 tanθ：0.5 

以 上 

𝑎 =
𝑡1

𝑡2
とすると 

𝑎 = [exp {
𝐸

𝑅
(

1

273 + 𝑇1
−

1

273 + 𝑇2
)} ×

𝐷1

𝐷2
]

tan 𝜃

× (
𝐷2

𝐷1
)

a：加速倍率 

t1：実環境年数 t2：加速時間 

  T1：実環境温度 T2：加速温度 

    D1：実線量率  D2：加速線量率 

 R：気体定数   E：活性化エネルギー 

θ：等価損傷線量と線量率の傾き 
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タイトル 電気ペネトレーションの長期健全性試験条件の事故時条件の包絡性について 

説  明 

電気ペネトレーションの長期健全性試験における事故時雰囲気曝露試験条

件と事故時条件を比較した結果を示す。 

事故時雰囲気曝蕗試験の試験条件は事故時条件を包絡している。 

a．高圧動力用電気ペネトレーション 

条件 66℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験 

13,113 時間 36,101 時間 

22,988 時間 

設計基準事故※1 4,372 時間 33,111 時間 

2,406 時間 

1,419 時間 

24,914 時間 

活性化エネルギー：           kcal/mol（エチレンプロピレンゴム／推定値※2 ） 

※1：設計基準事故時における高圧動力用電気ペネトレーションの敷設箇所の

環境条件設計値 

※2：活性化エネルギー取得試験の結果を踏まえ試験データから推定した値

b．高耐熱電気ペネトレーション 

条件 94℃換算時間 合計 

事故時雰囲気 

曝露試験条件 

404 時間 

79,395 時間 78,050 時間 

941 時間 

設計基準 

事故時条件*1 

348 時間 

3,046 時間 
196 時間 

126 時間 

2,376 時間 

重大事故等時 

条件※2 

1,754 時間 

14,259 時間 
3,633 時間 

2,141 時間 

6,731 時間 

活性化エネルギー： kcal/mol（     　　　　   /メーカ提示値） 

※1：設計基準事故時における原子炉格納容器内の環境条件設計値

※2：重大事故等時における原子炉格納容器内の環境条件設計値

以 上 

別紙 9．2） 
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タイトル 事故時雰囲気で機能要求のある電気ペネトレーションの環境条件について 

説  明 

事故時雰囲気で機能要求のある電気ペネトレーションの敷設箇所の環境条

件は下記の通り。 

a．高圧動力用電気ペネトレーション 

通常運転時 設計基準事故時※3 

周囲温度 50℃（最高）※1 171℃（最高） 

最高圧力 0.014 MPa※2 0.427 MPa 

放射線 3.3×10-2 Gy/h※1 
1.9×104 Gy 

（最大積算値） 

※1：原子炉格納容器内で電気ペネトレーションが設置されている区域の実

測値 

※2：通常運転時における高圧動力用電気ペネトレーションの敷設箇所の環

境条件設計値 

※3：設計基準事故時における高圧動力用電気ペネトレーションの敷設箇所

の環境条件設計値 

b．高耐熱電気ペネトレーション 

通常運転時 設計基準事故時※3 重大事故等時※4 

周囲温度 50℃（最高）※1 171℃（最高） 

最高圧力 0.014 MPa※2 0.427 MPa 

放射線 3.3×10-2 Gy/h※1 
1.9×104 Gy 

（最大積算値） 

※1：原子炉格納容器内で電気ペネトレーションが設置されている区域の実

測値 

※2：通常運転時における高耐熱電気ペネトレーションの敷設箇所の環境条

件設計値 

※3：設計基準事故時における高耐熱電気ペネトレーションの敷設箇所の環

境条件設計値 

※4：重大事故等時における高耐熱電気ペネトレーションの敷設箇所の環境

条件設計値 

以 上 
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